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事 務 連 絡      

                               平成 24 年 12 月 28 日

保険医療機関・保険薬局 各位

                        兵庫県国民健康保険団体連合会

   医療保険と介護保険との給付調整におけるレセプトの請求方法等について

本会の業務運営につきましては、平素から格別の御理解を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、介護保険と医療保険の給付調整につきまして、適正なレセプト請求の参考として

いただくため、事例及びレセプトの請求方法等を下記のとおりとりまとめましたので、請

求時に御確認の上、御請求いただきますようよろしくお願い申し上げます。

記

１ 請求誤り事例

（１）初・再診料について

    特別養護老人ホーム等の入所者に対して、当該施設の配置医師が診療を行った場

合に、初・再診料を算定している事例がありますが、特別養護老人ホーム等の入所

者に初・再診料は算定できません。

（別紙 1－1：特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱い (保険医が配置

医師の場合)）

    なお、配置医師でない場合でも、特別養護老人ホーム等に定期的に訪問して診療

する場合は、その保険医は配置医師とみなされます。

    （「特別養護老人ホーム等における療養の給付（医療）の取扱いについて」の運用

上の留意事項について：２４年医科点数表の解釈〈社会保険研究所〉P 1572）

（２）特定疾患療養管理料について

特別養護老人ホーム等の入所者に対して、配置医師以外が定期的に訪問診療を行

い、特定疾患療養管理料を算定している事例がありますが、配置医師以外であって

も定期的に訪問診療を行った場合、上記（１）のなお書き同様、配置医師とみなさ

れ特定疾患療養管理料は算定できません。

    

（３）在宅患者訪問看護・指導料等について

   末期の悪性腫瘍患者以外の特別養護老人ホーム入所者に在宅患者訪問看護・指導

料等算定している事例がありますが、末期の悪性腫瘍患者以外の特別養護老人ホー

ム入所者には、在宅患者訪問看護・指導料等は算定できません。（別紙 1－2: 特別

養護老人ホーム等における療養の給付の取扱い（保険医が配置医師であるなしに関

わらない場合）の注２）
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（４）在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料について

   要介護認定を受けた者への訪問リハビリテーションは介護保険（訪問リハビリテ

ーション費）で算定することとなっており、医療保険の在宅患者訪問リハビリテー

ション指導管理料は算定できません。

（５）在宅療養指導管理料について

   介護老人保健施設の入所者に対して、在宅療養指導管理料は算定できません。

ただし、在宅療養指導管理の特定保険医療材料及び材料加算は算定できます。

（別紙 2：介護老人保健施設入所者に係る診療報酬の取扱い）

（６）訪問歯科衛生指導料について

要介護認定を受けた者（入院中及び介護老人保健施設、介護老人福祉施設入所中

の患者を除く）への訪問歯科衛生指導は介護保険（居宅療養管理指導費（歯科衛生

士が行う場合））で算定することとなっており、医療保険の訪問歯科衛生指導料は算

定できません。

（７）在宅患者訪問薬剤管理指導料について

   要介護認定を受けた者への在宅患者訪問薬剤管理指導は介護保険（居宅療養管理

指導費（薬剤師が行う場合））で算定することとなっており、医療保険の在宅患者訪

問薬剤管理指導料は算定できません。

２ レセプトの記載

（１）特記事項の記載（医科・歯科・調剤）

ア 介護老人保健施設に入所中の患者の診療料を、併設保険医療機関において算定

した場合「07 老併」と記載してください。

イ 介護老人保健施設に入所中の患者の診療料を、併設保険医療機関以外の保険医

療機関で算定した場合「08 老健」と記載してください。

ウ 特別養護老人ホーム等に入所中の患者について診療報酬を算定した場合「09 
施」と記載してください。

＜特記事項欄＞

特記事項

1 男 2 女 1 明 2 大 3 昭 ４平   ・   ・   生

氏

名 職務上の事由 1 職務上 2 下船後 3 月以内 3 通勤災害

（２）摘要欄の記載

ア 医科

（ア）介護保険に相当するサービスのある診療を行った場合に、当該患者が要介護

者又は要支援者である場合には、摘要欄に介と記載してください。

（イ）特別養護老人ホーム等に入所中の患者について、配置医師による場合は摘要

欄に「配」と表示して、回数を記載してください。  例：配○回
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   イ 歯科

介護保険に相当するサービスのある診療を行った場合に、当該患者が要介護者

又は要支援者である場合には、摘要欄に介と記載してください。

    ウ 調剤

介護保険に相当するサービスを行った場合に、当該患者が要介護者又は要支援

者である場合には、摘要欄に介と記載し、居宅療養管理指導費及び介護予防居宅

療養管理指導費の合計算定回数を記載してください。

【問い合わせ先】

＜医科＞

担当課・係名 ダイヤルイン 担当地区

業務第 2 課第 1 係 ９５１６ 東灘区・灘区・兵庫区・長田区・須磨区・垂水区

業務第 2 課第 2 係 ９５１７
西宮市・芦屋市・宝塚市・三田市・丹波市・篠山

市・洲本市（15 地区）

業務第 2 課第 3 係 ９５１８

淡路市・洲本市（16 地区）・南あわじ市・西脇市（18
地区）・小野市・明石市・高砂市・加古川市・三木

市・加東市

業務第 2 課第 4 係 ９５１９

加西市・西脇市（27 地区）・多可郡・加古郡・尼崎

市・川西市・川辺郡・伊丹市・姫路市（34 地区）・

神崎郡

業務第 2 課第 5 係 ９５１２

姫路市（35、38、40 地区）・たつの市・佐用郡・

宍粟市・赤穂郡・揖保郡・相生市・赤穂市・豊岡

市

業務第 2 課第 6 係 ９５１３ 美方郡・養父市・朝来市・北区・中央区・西区

＜歯科＞

担当課・係名 ダイヤルイン 担当地区

歯科係 ９５０８ 全地区

＜調剤＞

担当課・係名 ダイヤルイン 担当地区

調剤係 ９５４８ 全地区

【担当】

業務管理部審査事務共助指導課審査管理係

TEL（078）332-9527

※ダイヤルイン番号をダイヤルしてください。

ＴＥＬ ０７８－３３２－＊＊＊＊



（別紙1-1）

　×印は、特別養護老人ホーム等の配置医師が算定できない診療項目

①
養護老人

ホーム

②
特別養護
老人
ホーム

③
指定短期入
所生活介護
事業所等

④
指定障害者

支援施設

⑤

障害者自立支援法

５条６項規定の

療養介護事業所

⑥
盲導犬訓
　
練施設

⑦

救護施設

⑧

乳児院

⑨
情緒障害児
短期
治療施設

対象施設の条件等
定員

111名
以上

全施設 全施設
障害者自立支援法
５条７項に規定する
生活介護を行う施設

全施設
併設の場合

のみ

定員
111名
以上

定員
100名
以上

全施設

A000初診料・A001再診料（A002外来診療料含む） × × × × × × × × ×

C000往診料 × × × × × × × × ×

B001-2小児科外来診療料 × × × × × × × × ×

B007退院前訪問指導料 × × × × × × × × ×

B001特定疾患療養管理料 × × × × × × × × ×

B001-3生活習慣病管理科 × × × × × × × × ×

C101在宅自己注射指導管理料 × × × × × × × × ×

C101-2在宅小児低血糖症患者指導管理料 × × × × × × × × ×

C101-3在宅妊娠糖尿病患者指導管理料 × × × × × × × × ×

C102在宅自己腹膜灌流指導管理料 × × × × × × × × ×

C103在宅酸素療法指導管理料 × × × × × × × × ×

C104在宅中心静脈栄養法指導管理料 × × × × × × × × ×

C105在宅成分栄養経管栄養法指導管理料 × × × × × × × × ×

C105-2在宅小児経管栄養法指導管理料 × × × × × × × × ×

C106在宅自己導尿指導管理料 × × × × × × × × ×

C102-2在宅血液透析指導管理料 × × × × × × × × ×

C107-2在宅持続陽圧呼吸療法指導管理料 × × × × × × × × ×

C107在宅人工呼吸指導管理料 × × × × × × × × ×

C108在宅悪性腫瘍患者指導管理料 × × × × × × × × ×

C108-2在宅悪性腫瘍患者共同指導管理料 × × × × × × × × ×

C109在宅寝たきり患者処置指導管理料 × × × × × × × × ×

C110在宅自己疼痛管理指導管理料 × × × × × × × × ×

C110-2在宅振戦等刺激装置治療指導管理料 × × × × × × × × ×

C110-3在宅迷走神経電気刺激治療指導管理料 × × × × × × × × ×

C111在宅肺高血圧症患者指導管理料 × × × × × × × × ×

C112在宅気管切開患者指導管理料 × × × × × × × × ×

C114在宅難治性皮膚疾患処置指導管理料 × × × × × × × × ×

C115在宅植込型補助人工心臓
（拍動流型）指導管理料

× × × × × × × × ×

C116在宅植込型補助人工心臓
（非拍動流型）指導管理料

× × × × × × × × ×

B001の5小児科療養指導料 ×

I002通院・在宅精神療法 ×

I004心身医学療法 ×

I006通院集団精神療法 ×

I007精神科作業療法 ×

I008-2精神科ショート・ケア ×

I009精神科デイ・ケア ×

I010精神科ナイト・ケア ×

I010-2精神科デイ・ナイト・ケア ×

B001の4小児特定疾患カウンセリング料 × ×

注）　1　配置医師とは、特別養護老人ホーム等（上記①～⑨）の各施設に配置されている医師をいう。

　   　2　在宅療養指導管理材料加算（第2部在宅医療第2款）の算定は可（「診療報酬の算定方法の一部改正に伴う実施上の留意事項について（平成24年3月5日保医発0305第1号）」参照）

　　   3　併設医療機関の医師を含む（⑦救護施設⑧乳児院については併設の場合全施設が対象）

　　   4　指定短期入所生活介護事業所等とは、指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業所をいう。

　　　　特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱い
（保険医が配置医師の場合）



（別紙1-2）

　×印は、特別養護老人ホーム等の入所者について算定できない診療項目

①
養護老人

ホーム

②
特別養護
老人
ホーム

③
指定短期入
所生活介護
事業所等

④
指定障害者

支援施設

⑤
障害者自立支援法
５条６項規定の
療養介護事業所

⑥

救護施設

⑦

乳児院

⑧
情緒障害児
短期
治療施設

対象施設の条件等
定員

111名
以上

全施設 全施設
障害者自立支援法

５条７項に規定する

生活介護を行う施設

全施設
定員

111名
以上

定員
100名
以上

全施設

B004、B005退院時共同指導料（Ⅰ）（Ⅱ） × × × × × × × ×

B005-1-2介護支援連携指導料 × × × × × × × ×

B005-3-2地域連携診療計画退院時指導料（Ⅱ） × × × × × × × ×

B001の13在宅療養指導料 × × × × × × × ×

B001の9外来栄養食事指導料 × × × × × × × ×

B001の11集団栄養食事指導料 × × × × × × × ×

B001-2-3乳幼児育児栄養指導料 × × × × × × × ×

B009診療情報提供料（Ⅰ）（注2、注4の場合） × × × × × × × ×

C001在宅患者訪問診療料 × ※注1 × × × × × ×

C002在宅時医学総合管理料 × × × × × × × ×

C002-2特定施設入居時等医学総合管理料 × ※注1 × × × × × ×

C003在宅がん医療総合診療料 × × × × × × × ×

C005在宅患者訪問看護・指導料 × ※注2 × × × × × ×

C005-1-2同一建物居住者訪問看護・指導料 × ※注2 × × × × × ×

C005-2在宅患者訪問点滴注射管理指導料 × × × × × × × ×

C006在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料 × × × × × × × ×

C007訪問看護指示料 × ※注2 × × × × × ×

C007-2介護職員喀痰吸引等指示料 × × × × × × × ×

C008在宅患者訪問薬剤管理指導料 × ※注2 × × × × × ×

（調剤）15の2在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料 × ※注2 × × × × × ×

（調剤）15の3在宅患者緊急時等共同指導料 × ※注2 × × × × × ×

C009在宅患者訪問栄養食事指導料 × × × × × × × ×

C010在宅患者連携指導料 × × × × × × × ×

C011在宅患者緊急時等カンファレンス料 × ※注2 × × × × × ×

I012精神科訪問看護・指導料（（Ⅱ）を除く） ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3

I012-2精神科訪問看護指示料 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3

訪問看護療養費（訪問看護ステーションが行うもの）
（精神科訪問看護基本療養費、在宅患者連携指導加
算、
訪問看護情報提供療養費を除く）

× ※注2 × × × × × ×

精神科訪問看護基本療養費（訪問看護ステーションが行
うもの）（精神科訪問看護Ⅰ、Ⅲ）

※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3 ※注3

訪問看護療養費（訪問看護ステーションが行うもの）
（在宅患者連携指導加算、訪問看護情報提供療養費）

× × × × × × × ×

注）　1　当該患者についてア）末期の悪性腫瘍の場合イ）看取り介護加算の施設基準に適合している施設で看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院

　   　　又は当該施設の協力医療機関の医師により、死亡日から遡って30日間に行われたものに限る）のいずれかに該当する場合は算定可

　　   2　当該患者について、末期の悪性腫瘍の場合は算定可

　　   3　末期の悪性腫瘍の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要な場合は算定可

　　＊対象施設③の指定短期入所生活介護事業所等とは、指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業所をいう。

特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱い
　（保険医が配置医師であるなしに関わらない場合）



別紙2

　（算定できるものについては「○」、算定できないものについては「X」

小項目
併設保険医
療機関

その他

基本診療料 初診料 × ○

再診料 × ○

外来診療料 × ○

特掲診療料

医学管理等 診療情報提供料（Ⅰ）（注4に限る） × ○

その他のもの × ×

在宅医療 往診料 × ○

在宅療養指導管理の材料加算 ○ ○

その他のもの × ×

検査 厚生労働大臣が定めるもの × ×

その他のもの ○ ○

画像診断 ○ ○

投薬 厚生労働大臣が定めるもの ○ ○

その他のもの × ×

注射 厚生労働大臣が定めるもの ○ ○

その他のもの × ×

リハビリテーション 厚生労働大臣が定めるもの × ×

その他のもの ○ ○

精神科専門療法 × ×

処置 厚生労働大臣が定めるもの × ×

その他のもの ○ ○

手術 厚生労働大臣が定めるもの × ×

その他のもの ○ ○

麻酔 厚生労働大臣が定めるもの × ×

その他のもの ○ ○

放射線治療 ○ ○

病理診断 ○ ○

（注）　「厚生労働大臣が定めるもの」とは、「特掲診療科の施設基準等」（平成20年厚生労働省告示第63号、最終

　　　改正平成24年厚生労働省告示第78号）の第16及び別表第12により規定されているものである。

　　　＜厚生労働省HP:http://www.mhlw.go.ｊp/bunya/iryouhoken/iryouhoken15/dl/6-1.pdf＞

項目

　　　介護老人保健施設入所者に係る診療報酬の取扱い


